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　新型コロナウイルスの世界的な流行により、様々な製

品の不足が国内で発生しています。現在、住宅業界では

木材の他、温水洗浄便座やガスを始めとする給湯機器の

供給不足が指摘されています。これらの住設機器や建材

が手に入らないため施工が遅れ、対応に頭を悩ませてい

るという読者も少なからず存在することでしょう。

　現在、供給不足が伝えられている住設機器・建材は、

新型コロナの被害が甚大なアジアの地域で生産されてい

るものが多いです。現地ではロックダウンなどにより労

働力不足や部品調達の遅れが発生、生産ラインの縮小な

どにつながっているとされています。流通面でも港湾関

係の労働力不足や、コンテナ船の確保が困難な状況が続

いていることから、短期間で事態が収束する見通しは立

てられない状況といえるでしょう。

　こうした中、昨年2月にも新型コロナウイルス感染症

の影響で、一部製品の納期遅延や標準的な納期での出荷

ができない状況が生じたことは記憶に新しいところで

す。その際は、国土交通省が住宅局住宅生産課長名義で

関係各所に「住設機器未設置の状態で完了検査の申請が

なされた場合でも不合格にならないよう柔軟に取り扱っ

てほしい」とした文書を通達。これにより、一部住設機

器が未完成のままでも完了検査が認められる特例が下さ

れました。

　今回の製品不足について、現時点で新たな通達がなさ

れたという知らせはありません。この点を同省に問い合

わせたところ、「新型コロナに対応をした昨年の通達は期

限を区切っていないため、現在も効力は存続している」

という内容の回答が得られました。まずは昨年同様、住

設機器などに不足があった場合でも工事完了は可能だと

理解し、冷静に対処してほしいところです。

　その上で、引き渡しを心待ちにしているお施主様のケ

アは何よりも重要なことといえます。今後も長いお付き

合いを頂くため、まずは今回の事態について状況をしっ

かりご理解をいただき、施工者側がどのような対処を行

う予定なのか具体的に説明しましょう。その際、後のト

ラブルを避けるため、口頭ではなく、文書を用いて説明

を行うことが重要です。

　引き渡しが遅れるとその分、お施主様は別に家賃など

の費用負担が発生する可能性もあります。当初予定して

いた住設機器・建材がどうしても入手できない場合、ど

の製品なら入手可能なのか踏まえた上で、代替品による

施工を認めてもらえるか否か、しっかり確認しておきま

しょう。

　この他、お施主様の関心ごととして、住宅ローン減税

やグリーン住宅ポイントの対象期限が間近に迫っている

ことが挙げられます。改めて住宅ローン減税では現在、

消費税の10%引き上げに伴い、控除を13年間適用する特

例がなされています。今後の契約では「分譲住宅・中古

住宅、増改築・リフォーム」で11月末までに契約を締結

し、令和4年12月末までに入居した場合、適用対象とな

ります。

　特に注意が必要なのが「注文住宅の新築を令和2年9

月末まで」、「分譲住宅・既存住宅の取得、増改築等を令

和2年11月末まで」に行い、「新型コロナウイルス感染

症関係の適用要件弾力化措置」を受けた住宅です。この

場合、同制度の13%の特例を受けるためには今年12月末

までの入居が求められます。

　グリーン住宅ポイント制度については10月1日にポイ

ント発行申請期限の延長が発表されました。従来の申請

期限は窓口・郵送、オンライン申請でともに10月 31日

までだったが、今回の延長で①窓口・郵送は11月30日、

②オンライン申請は12月15日――が期限となります。

　もっとも、ポイント発行対象となる契約の期間は延長

されません。また、オンライン申請でも工事完了前に追

加工事へのポイント交換を伴う発行申請を行う場合は、

11月30日までに行う必要があります。

　同制度ではリフォーム工事のポイント発行申請に係る

一部住設機器などの供給不足続く一部住設機器などの供給不足続く
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　国内針葉樹合板は現場からの引き合いや材の催促に

よって緊迫した状況が続いています。さらに、しばらく

先の物件で使用する材や製品を確保しようとする動きも

あり、仮需が増加している状況です。仮需は正確な需要

を読みづらくさせ、先読みの不透明感を高まらせてしま

います。

　また、価格は10月から再度の値上げとなり、東西の合

板メーカーと共に一般流通、直売、プレカット材におい

ても総値上げの様相を呈しました。新設住宅着工数の好

調さを考慮する限り今後、短期間で動向に変化が生じる

とは考えにくいです。年内に再度値上げされるケースも

現実に起こる可能性が高く、予断を許さない状況は続く

でしょう。

　なお、農林水産省が発表した8月の合板統計をみてみ

ると針葉樹構造用合板の出荷量は生産量を上回っていま

した。在庫量も7.3万㎥と低水準が続いている状況。合

板の生産が間に合わず、備蓄もできないことからメーカー

は納期を1.5～ 2カ月程度要していて、納期が遅延して

いるというクレームも常態化しています。住宅を建築す

る事業者には自社で抱えている物件を緊急度に応じて選

別する必要があり、早めのオーダーについてさらに注意

して対応する必要がありそうです。

　輸入合板の入荷量は昨年に相当するまでに回復してい

ますが、品薄の状況に変化はありません。不足の材は不

　国土交通省は第2回「長期優良住宅認定基準の見直し

に関する検討会」（座長=松村秀一東京大学大学院工学系

研究科特任教授）を9月16日に開催しました。当日は事

務局が2050年カーボンニュートラル実現に向け、長期優

良住宅制度の認定基準に係る省エネ対策見直し案や、住

宅性能表示制度の省エネ性能に係る上位等級創設などに

ついて議論を行いました。

　現在、住宅性能表示制度における省エネルギー対策等

級は断熱等性能等級が4（省エネ基準相当）、一次エネル

ギー消費量等級は5（省エネ基準から10%削減）がそれ

納期遅延は常態化 仮需で先行き不透明納期遅延は常態化 仮需で先行き不透明

住宅性能表示基準等の改正を了承住宅性能表示基準等の改正を了承

足のままという状態が続いており、解消にも至っていま

せん。なお、現地の新型コロナ感染が収束していないこ

とに加え、一部業者では工場の稼働を停止したところも

あるそうです。一部商社では型枠系アイテムから撤退し

たという話も聞きます。

　価格は引き続き過去にない高値圏にあります。住宅業

界で最も忙しくなるとされる時期の秋需ではあります

が、ラワン構造用や塗装型枠を求める声も多くなる中で、

必要としてい

る現場へ納品

ができない状

況です。現地

は雨期に入り

始めることか

ら年末どころ

か、年明けも

状況は変わら

ない可能性が

高いといえる

でしょう。し

ばらく品薄や

欠品状態は続

くと思われま

す。

運用も変更しました。リフォーム工事の請負契約額が税

込で1000万円未満の場合、これまでは工事完了後に申請

を行う仕組みでしたが、コロナウイルスの影響で工事が

遅延し、先述の①、②の期限までに工事完了が難しい場

合は、10月31日までの契約であれば、工事完了前であっ

ても ①、②の期限までに申請を行うことが可能になりま

した。

　今回の住宅業界に関連する一連の供給不足について、

国土交通省の担当者は報道などでロックダウンの影響が

あるのは把握していると話します。その上で、「情報を収

集し、状況を注視し、できることがあるかどうかを含め

て検討していく」としています。

　改めて現在供給不足が伝えられる製品はモノによって

は関東・関西で不足感が異なるなど、地域によって実情

は様々です。どのような対応が可能か事前に検討してお

きましょう。

ぞれ最上位となっています。そのため、住宅性能表示制

度ではZEH相当の断熱性能や設備の効率を評価できない

課題を抱えており、制度の見直しが求められていました。

　こうした中、6月の前回検討会では、住宅性能表示制

度においてZEH水準となる「断熱等性能等級5」、「一次エ

ネルギー消費量等級6」の創設を発表。今後、長期優良

住宅の認定基準としても新築時にこの2つの新基準を評

価取得必須項目とする方針を示していました。

　今回の検討会では新たに①見直し後の長期優良住宅の

認定基準となるこれらZEH水準の等級はすでに普及して



Monthly HAKKO 2021 年 11 月号 vol.35

　昨今、住宅では太陽光発電によってつくられた電力を

売電より自家消費することが重要視され、エコキュート

の昼間運転や蓄電システムの導入が注目されています。

そこで、SIIは ZEH支援事業における蓄電システム導入

について、調査を行っています。

　平成31年度合計では、7017件のうち蓄電システムを

太陽光発電の自立運転の方法 周知が必要太陽光発電の自立運転の方法 周知が必要
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いる基準であることから、本検討会で審議後、当該基準

を速やかに位置づける、②ZEH水準を上回る等級の創設

については、今後、別の検討会の場で検討する――方針

が示されました。また住宅表示性能の断熱等性能等級で

は結露の発生を防止する対策基準を設けていますが、等

級5は現行の等級4と同様の基準となることが明らかに

なりました。

　委員からは㋑「上位等級の創設や認定基準を変更する

にあたり、長期優良住宅建築等計画の認定を受ける際に

必要となる設計住宅性能評価書や住宅評価性能機関が求

める評価業務規定はあわせて変更されるのか」、㋺「ユー

ザーへの価格転嫁が難しい中、一連の認定基準の改変で

費用が事業者側に強いられる形になっている」という声

などが挙がりました。

　これに対して事務局は㋑について「そうしたものも併

せて変更を予定しています」、㋺は「カーボンニュートラ

ルに向けた取り組みについて税制予算で支援していきた

い。もう一方で社会全体が求めていること。当然短期的

にみると消費者、供給者サイドの負担が増えますが、社

会全体で解決しなければならない問題です。我々住宅建

築の専門家が設計・建材の工夫、技術開発を含めて解決

していくことに取り組まないといけない」としました。

　その上で住宅性能表示の省エネ対策に係る上位等級の

創設と長期優良住宅の認定基準に係る省エネ対策の強化

については、委員から了承を受けました。今後、長期優

良住宅の省エネ性能は住宅性能表示基準などの改正に伴

うパブリックコメントを経た上で、ZEH水準まで引き上

げられることになります。

　なお、同パブリックコメントはデジタル庁が運営する

Webサイト「e-Gov」で10月16日まで開催されています。

件名は「住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく

日本住宅性能表示基準等の一部を改正する告示案に関す

る意見募集について」。上記部分の改正については令和4

年4月上旬の施行を予定しています。

　この他、当日は共同住宅に関する認定基準の合理化と

して、（1）賃貸住宅の特性を踏まえた基準の設定、（2）

耐震性に係る基準の見直し、（3）共同住宅等に係る規模

の基準の見直し、（4）その他近年の技術・知見の反映―

―について見直す方針が説明された。

　このうち（3）について現行基準では、2人世帯の誘導

居住面積水準（55㎡）をもとに設定しており、所管行政

庁が単身世帯の誘導居住面積水準（40㎡）を下限に基準

を定めることができるとされてきました。一方、近年は

世帯人員の減少が進んでいることから、今回、単身世帯

の都市居住型誘

導居住面積水準

（40㎡）を標準

の基準とし、所

管行政庁が地域

の実情に応じて

強化可能とする

方針が伝えられ

ました。

　これらの基準

案については12

月 ご ろ に 開 催

予定の第 3回検

討会で基準の公

布スケジュール

を含めた最終確

認を行う予定と

なっています。

導入しているのは1374件で、導入率は19.6%でした。

令和2年度合計では、8284件のうち導入しているのは

2838件で、導入率は34.3%となっていました。蓄電シス

テム導入率は平成31年度より令和2年度の事業の方が

高くなっており、蓄電システム導入の傾向が高まってき

ていることがわかりました。
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 　２０２1年
8月着工

全体で前年同月比７・５％の増加
持家、 貸家及び分譲が連続で増加

令和 3 年 8 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 74,303 ▲ 3.7 7.5

利用関係別

持家 25,100 ▲ 3.7 14.5
貸家 28,733 ▲ 1.7 3.8
給与 534 33.2 ▲ 8.2
分譲 19,936 ▲ 7.2 5.3

地域別

首都圏 25,014 1.1 ▲ 2.0
中部圏 9,148 ▲ 6.3 24.0
近畿圏 11,194 ▲ 15.1 15.2

その他の地域 28,947 ▲ 1.8 9.3

構造別・
建て方別

木  造 44,587 ▲ 0.2 16.1
一戸建 34,057 ▲ 3.3 18.1
非 木 造 29,716 ▲ 8.6 ▲ 3.2
共同住宅 25,244 ▲ 9.3 ▲ 5.0

工法別

軸組木造 34,974 ▲ 1.6 16.8
在来非木造 19,954 ▲ 11.2 ▲ 9.6
プレハブ 10,713 ▲ 1.5 11.8

2 × 4 8,662 4.3 15.7

　国土交通省が令和 3 年 9 月 30 日に公表した本年 8 月の

新設住宅着工戸数は 7 万 4303 戸（前年同月比 7.5% 増）

で 6 カ月連続の増加となった。持家は 10 カ月連続で増

加、貸家は 6 カ月連続の増加、分譲は 2 カ月連続の増加

となった。季節調整済年率換算値は 85 万 5180 戸（前月

比 7.7% 減）で先月の増加から再びの減少となった。

　利用関係別では、持家は 2 万 5100 戸（前年同月比

14.5% 増）で 10 カ月連続の増加。民間資金によるものも

2 万 2624 戸（同 15.6% 増）で 10 カ月連続で増加し、公

的資金によるものは 4 カ月連続の増加（同 5.8% 増）となっ

た。

　貸家は同 3.8% 増で 6 カ月連続の増加。民間資金による

貸家は 6 カ月連続の増加となり、公的資金による貸家は

同 13.0% 増で 3 カ月ぶりの増加となった。

　分譲住宅は 1 万 9936 戸（同 5.3% 増）で 2 カ月連続

の増加。マンションは先月の増加から再びの減少（同

15.0% 減）で、一戸建は 4 カ月連続の増加（同 24.6% 増）

となった。

　構造別では木造が 4 万 4587 戸（同 16.1% 増）で 5 カ

月連続の増加。工法別では軸組木造（在来工法）が 3 万

4974 戸（同 16.8% 増）で、8 カ月連続で増加となった。

　また、太陽光発電・蓄電システム・エコキュートなど

を導入することで、災害に強いレジリエンス住宅となり

ます。2020年 3月までの自然災害による停電発生時の

電力利用状況をみると、「太陽光発電を自立運転に切り

替えて電力を確保できた」と回答した事業者の割合は全

体の37.1%となっていました。

　一方、「太陽光発電の自立運転の切り替え方法がわか

らなかったので、電力は確保できなかった」と回答して

いる事業者は全体の38.6%と最も多く、「自立運転で電

力を確保できることを知らなかった」と回答した事業者

も全体の14.6%にのぼりました。災害時に自立運転をす

ることが、お施主様の助けとなります。太陽光発電の自

立運転の方法を、今後さらに周知させる必要があるで

しょう。　


